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はじめに
　２００５年２月，エクセターにあるイギリス気象
局本部で，気候変動に関する国際会議 Avoiding 
Dangerous Climate Change１）が開催された。
この会議によれば，気温上昇は，IPCCの第三
次レポートを上回って進行する可能性があるこ
と，温室効果ガス４５０ppm安定化では，産業化
以前（１８６１年から１８９０年ごろ）に比べて，温度
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気候変動をめぐる消費者向け環境情報
―温暖化影響および家庭部門における二酸化炭素削減策―
竹濱　朝美＊
　本研究は，気候変動に関して，イギリス環境食品農務省により，エクセターで２００５年２月に開催さ
れた気候変動専門家会議（Avoiding Dangerous Climate Change）の資料に基づいて，全球地上平均気
温が産業化以前に比べて，２℃を突破する危険について，消費者向け環境情報を考察する。
　気候システムが極めて長期的な慣性（inertia）をもつこと，また，気温上昇２℃に伴うリスク影響
がいかに深刻なものであるかについて正確に理解しない限り，消費者は，なぜ，これほど膨大な量の
温室効果ガスの削減が必要なのか，理解できないであろう。
　第一に，気温２℃上昇を回避するためには，温室効果ガス濃度は，何 ppmに安定化させればよいか
について，排出削減パス（emission pathways）の議論を要約している。エクセター会議の資料によれ
ば，気温上昇を２℃以下に抑える可能性について，「見込みあり」と判断できるのは，温室効果ガスが
４００ppm（CO2eq）　以下の場合である。この指摘は，これまで考えられていた温室効果ガスの安定化
濃度よりも，はるかに厳しい内容である。しかも，気候変動による深刻な影響は，気温上昇が１℃の
あたりから，現われること，多くの人々にとって，２℃上昇は，決して安全とは言えない水準である
ことが，最新の研究により，明らかにされた。温室効果ガスを４００ppm（CO2eq）以下に安定化させる
ためには，世界の総排出量は，遅くとも，今後２０年以内にピークを迎え，かつ究極的な削減に転じな
ければならない。かつ，世界の温室効果ガスの総排出量は，２０５０年までに，１９９０年水準より５０％削減
されなければならない。これらの最新の研究が意味するところは，現在の地球の二酸化炭素濃度は，
既に，気温上昇を２℃以下に抑えるには限界に達しており，人類が存続するには危機的水準に到達し
ていることを意味している。
　第二に，本稿後半では，家庭部門における二酸化炭素排出削減政策について，イギリスと日本の政
策を比較している。イギリスの削減政策は，家庭用暖房，断熱設備，地域暖房，太陽光パネル，その
他における家庭部門のエネルギー消費効率の改善に向けて，多様な財政補助，資金援助，低所得世帯
対策にインセンティブを導入しており，一定の成果を挙げている。日本の家庭部門における削減対策
について，参考にすべき政策が展開されている。
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２℃上昇を突破する可能性があること，２℃上
昇の影響でさえ，多数の人々にとって十分に危
険なものであることが明らかになった。温室効
果ガスの削減対策を行っても，今世紀中，気温
は上昇し続けること，その結果，現在生きてい
る多くの人々の人生のなかで，深刻な被害が発
生することが明らかにされた。
　気候変動２）は，近い将来において深刻な影響
が発生すると予測される点で，消費者政策とし
ても第一の緊急性をもつ問題である。二酸化炭
素濃度はすでに危機的な水準に達していること
について，消費者が正確な理解をもつこと無し
には，温室効果ガスを大幅に削減することはで
きない。本稿は，このような理由から，気候変
動が消費生活に及ぼす影響予測，温室効果ガス
削減シナリオについて，エクセター会議の報告
を整理し，家庭部門における温室効果ガス削減
対策に関する消費者向け情報の方向転換を説く
ものである３）。本稿では，消費者の関心を考慮
して，主に，今後５０年の近い将来に限定して，
気候変動の影響予測を取り上げる。
１．気候変動予測
気候感度及び thresholds
　IPCC（Intergovernmental Panel on Climate 
Change：気候変動に関する政府間パネル）の
第三次報告書（２００１年）は，将来の温室効果ガ
スの排出は，今世紀末までに気温を１.４から
５.８℃，上昇させると予測していた。これに対
して，エクセター会議では，新しい知見によ
り，気候変動に伴うリスクは，IPCC第三次報
告書が予測したものより，はるかに深刻である
ことが明らかになった。
　エクセター会議運営委員会報告書は，次の
ように指摘している。「気候感度（climate 
sensitivity）４）は，IPCCが予測したよりも高いと
考えられる証拠が存在する」（The International 
Scientific Steering Committee, 2005, p.6）。つ
まり，IPCCの報告書が予測したよりも，急速
に温暖化する可能性がある。「IEA の World 
Energy Outlook ２００４によれば，世界の二酸化
炭素の排出は，２００２年水準に対して，２０３０年ま
でに，６３％増大すると予測されている。もし，
今後２０年以内に緊急かつ大量の排出削減が行わ
れなければ，２０５０年までに，平均気温が，２℃
までの間に上昇することは，殆ど確実である」
（The International Scientific Steering Committee, 
2005, p.7）。
　気温または温度が１℃上昇に達するあたりか
ら，影響を受けやすい生態系の実質的な崩壊が
始まり，回復不可能となる。２℃，３℃と上昇
するにしたがって，被害は深刻化していく。産
業化以前に比べて，平均気温が１℃上昇する
と，珊瑚礁生態系の死滅が始まり，珊瑚が白化
する。気温１℃または１.５℃に上昇すると，グ
リーンランド氷床コアの実質的融解が始まる。
グリーンランド氷河が全て融解すれば，海面は
７メートル上昇すると予測されている。気温
２℃から４℃，または二酸化炭素濃度が４５０ppm
または５５０ppmに上昇すると，南極西部の氷床
コアは，実質的崩壊に向かうと予測される。
（Schneider and Lane 2005, O’Neil and 
Oppenheimer 2002, Oppenheimer and Alley 
2005, Hansen 2004）。
　表１は，エクセター会議における影響予測か
ら，主な内容を抜粋したものである。２００４年時
点の全球平均地上気温は，産業化以前に比べて
既に０.６℃上昇している。温室効果ガスについ
て，現在のままの排出状況が続けば，２０２０から
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２０３０年ごろには，地上気温は産業化以前に比べ
て，１℃上昇に到達し，２０５０年頃には１.３℃か
ら２℃に上昇すると予測される（表１）５）。
温度２℃上昇による影響
　表１によれば，気温上昇が１℃以下の段階で
は，気候変動のリスクは局地的であり，脆弱な
生態系で被害が発生する。１℃以上に上昇する
と，途上国では農業生産高の減少，インドや中
国などの大都市部では水不足，沿岸部での浸水
被害が広がり，１.３℃あたりから，北米，その他
各地でのマラリヤ被害と水不足が深刻になる。
１℃から１.５℃に上昇すると，途上国では農業
生産による収益をあげることが困難になる。
２℃近くになると，地球規模で水不足が深刻に
なる。
　気温上昇が２℃を突破すると，アメリカ合衆
国，カナダ，オーストラリア，EUなどでも，農
業生産高が激減する。このことは，日本のよう
に，食糧自給率がきわめて低く，食糧の大半を
輸入に依存している国にとって，深刻な事態の
到来を意味する。２℃以上に上昇すると，沿岸
部の洪水被害，飢餓，マラリアの被害は大規模
になる。２℃から２.５℃の上昇で，南アフリカ，
南アジア，ロシアの一部では，食糧生産が期待
できなくなる。全体的に，気温が２℃以上に上
昇すると，食糧生産は世界的に急落し，マラリ
ア，飢餓，水不足などの被害が，広範囲かつ大
規模，頻繁になるとされる（Hare, ２００５，およ
び表１参照）。
２．日本における気候変動の影響
熱波・高温日の予測
　日本では，熱波・異常高温による熱中症リス
ク，台風・集中豪雨のリスク，米収穫量の減少
などの予測が出されている。国立環境研究所
は，日本における温暖化の進行予測について，
１９７１年-２０００年と比較した場合，２０７１年-２１００年
の日本の日平均気温は，４.２℃上昇，日最高気温
は４.４℃上昇，降水量は１９％増大すると予測し
ている。真夏日の日数は，７０日程度増加し，
１００ミリ以上の豪雨日数も増加すると予測して
いる（国立環境研究所，２００５）。
　熱波・異常高温は，２０１０年前後から，日中の
最高気温が３０℃を超える日が増大しはじめ，
２０３０年ごろから，高温日の日数は，急激に増加
すると予測されている（図１）（Harasawa, 
2005, p.２）。この予測は，ヒートアイランド現
象の影響を除外した予測である。都市部では，
気候変動による気温上昇に加えて，ヒートアイ
ランド現象による温度上昇が加わるため，実際
には，この予測以上の温度上昇が起こる可能性
がある。
　２００４年には，東京で３９.５℃を記録したが，こ
れは，１９２３年に日本で気象記録をとり始めて以
来，もっとも高い温度であった。これにより，
昨年，東京圏では，熱中症による病院搬送人数
は６００人を超えている。過去の観測記録から，
気温３０℃を超えると，子供や高齢者，病気治療
中の人を中心に熱中症被害が出始め，気温３５℃
をこえると，熱中症被害が激増することが確認
されている（Harasawa, 2005，国立環境研究所
２００５）。
　現在の全球地上平均気温が，産業化以前に比
べて０.６℃上昇であるのに対して，日本の地上
平均気温は，すでに１℃上昇している。都市部
では過去１００年間で２℃上昇，東京では３℃上
昇に達している。都市部での急速な気温上昇
は，温暖化とヒートアイランド現象の両方の影
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表１　気温上昇，降雨量変化，異常気象による人的システムへの影響
影　　響　　予　　測予想年次温度上昇
４億人に水不足，（Parry 2004）２０２０年０.８℃
マラリヤ被害１.２７倍。デング熱被害１.３倍（北アメリカ），（McMichael et al. 2004）２０３０年０.８℃
洪水の死者１.４４倍に（西アフリカ）
洪水の死者，３.５８倍（中央，南アメリカ），（McMichael et al. 2004）
２０３０年０.８℃
６億人-１６億人に水不足，地球規模，（Parry 2004）２０２０年０.９℃
５億-６億人に水不足，地球規模，（Parry 2004）２０２０年０.９℃
２億人以上に水不足，地球規模，（Arnell 2002）２０２０年１℃
８億人に水不足，地球規模，（Parry 2004）２０２０年１℃
大麦収穫量１割減少（ウルグアイ），（IPCC 2001）１℃
米収穫量６％-１０％減少（南アジア）（ECF 2004）１℃
途上国では農業生産で収益困難になる。
先進国が農業生産で収益を上げるようになる（各種報告あり）
２０２０年１℃
２億から６億人に水不足，地球規模，（Arnell 2002）２０２０年１.２℃
食糧価格の高騰（地球規模）（Hare 2003）１.３℃
１３億-２３億人に水不足，地球規模，（Parry. 2001）２０５０年１.３℃
洪水の死者増（西アフリカ），（McMichael et al. 2004）
洪水の死者増大，中央・南アフリカ，（McMichael et al. 2004）
２０５０年１.３℃
マラリヤおよびデング熱のリスク１.３３倍に増大（北アメリカ），（McMichael et al. 2004）２０３０年１.３℃
マラリヤ被害，１億-２億人，地球規模，（Parry 2001）２０５０年１.３℃
５００万人に飢餓，発展途上国（Parry 2001, Hare 2003）２０５０年１.３℃
４億人水不足，地球規模（Parry 2001）２０８０年１.３℃
１億５,０００万人，マラリア，（地球規模）（Parry 2001）２０８０年１.３℃
海岸線後退，珊瑚の白化（死滅），カリブ海沿岸，インド洋沿岸，小島国（ECF 2004）２０５０年１.４℃
９億８,８００万人，水不足，地球規模（Parry 2004）２０５０年１.４５℃
１億６,５００万人，マラリア，地球規模，（McMichael et al. 2004, Hare 2003）２０８０年１.５℃
低所得農民層における所得減少，途上国，（Hare 2003）１.５-２℃
マラリアのリスク増大，１.５倍に，北アメリカ，（McMichael et al. 2004）２０３０年１.６℃
洪水にによる死者１.６倍に，西アフリカ，（McMichael et al. 2004）
洪水による死者４.６４倍に，中央／南アメリカ，（McMichael et al. 2004）
２０３０年
２０３０年
１.６℃
洪水による死者，西アフリカ（Parry 2004）２０５０年１.６℃
１０億人に水不足，（McMichael et al. 2004）２０３０年１.６℃
１６億-２６億人に水不足，地球規模，（Parry 2001）２０５０年１.７℃
農業収穫高急落。EU，カナダ，USA，オーストラリア，（Hare 2003）２℃
農業収穫高減少。リスクが２倍-３倍。これより国際間・地域間緊張高まる（ECF 2004）２℃
北極圏でイヌイットの狩猟文化が崩壊。（ECF 2004）２℃
小麦収穫の減少，南アジア，（ECF 2004）２℃
とうもろこし収穫１５％減，ウルグアイ，（IPCC 2001）２℃
２０５０年，沿岸部洪水被害２,６００万人（特に南・東南アジア），（Parry 2001, IPCC 2001）２℃
４０％の降雨量減少（１９６１年-１９９０年平均比），アフリカ，（ECF 2004）２０５０年１.８-２.６℃
２３億-３０億人に水不足（Parry 2004）２０８０年２.１℃
沿岸部洪水，２００-３００万人被害（Parry 2004）２０８０年２.１℃
１,０００万-２,０００万人飢餓（Parry 2004）２０８０年２.１℃
２９億人に水不足（Arnell 2002）２０５０年２.２℃
１１億人に水不足（Parry 2004）２０５０年２.２６℃
１.８億-２.３億人，マラリア（Parry 2001）２０５０年２.３℃
食糧生産の危機，南アフリカ，南アジア，ロシア，（ECF 2004）２-２.５℃
響によるが，夏季の異常高温による熱中症被害
は，遠い将来の話ではなく，来年の夏にも起こ
りうる緊急の懸念である。特に，高齢者，乳幼
児を抱える家庭に対して，熱中症リスクに対す
る警告と必要な行動マニュアルの整備が緊急に
必要である６）。
集中豪雨の予測
　さらに，日本については，気候変動に伴い洪
水・集中豪雨が激増すると予測されている。集
中豪雨の頻度は，２０２０年ごろから頻度が増大
し，５０年ごろから激増すると予測されている
（図２）。また，台風に伴う一日の平均降雨量
は，日本の南海岸において特に増大すると予測
されている。２０００年以前に比べて，今世紀の後
半には，集中豪雨とそれに伴う洪水被害の頻度
は，およそ２倍になると予測される。日本は，
人口密度および建築物密度もともに高いため，
他の東南アジア地域と並んで，被害人数および
損害資産額において，洪水被害の集中点になる
と予測されている（Emori, S., et al. ２００５）。
３．温室効果ガス安定化と２℃突破のリスク
２℃上昇でも危険な影響
　EUは，長期的な気候変動について，全球平
均地上気温（global mean surface temperature）
は，産業化以前に比べて２℃上昇を超えないと
いう目標を設定してきた７）。全球平均気温が
２℃以上に上昇すると，南極西氷床コアは実質
的崩壊が始まる８）からである。しかし最近の研
究により，２℃上昇ですら，多くの地域および
生態系にとっては，すでに安全とはいえない温
度であることが明らかになった。グリーンラン
ドの氷床コアは，局地気温で２.７℃，全球平均気
温が１.５℃または２℃で融解・崩壊が誘発され
ると考えられている。グリーンランド氷床がい
ったん融解すると，人類が回復することは不可
能である。グリーランドの氷床コアがすべて融
解するには１０００年以上かかるが，すべて融解す
れば，海面は７メートル上昇する。珊瑚礁生態
系，山岳地帯の生態系は，気温上昇２℃以内で
喪失が発生する９）。
　ドイツ環境省の温室ガス削減政策担当者は，
次のように指摘している。多くの地域にとっ
て，気候変動の危険な影響は，産業化以前に比
べて，気温上昇１℃を突破した段階から始ま
る。１℃から２℃上昇までの段階で，多くの深
刻な影響が発生する。大規模かつ回復不可能な
環境変化は，温度上昇２℃あたりから始まると
予測される（Weib, M., 2005）。
 Emission Paths シナリオ
●温度上昇２℃抑制のための４００ppm安定化
　気温上昇を２℃までに抑えるためには，温室
効果ガスをいくらの濃度で安定させればよい
か。これは，排出パス（emission paths）と呼
ばれる温室効果ガス排出削減シナリオとして研
究されている。従来，温室効果ガス１０）の安定
化シナリオでは，低い濃度としては４５０ppmで
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（出所：エクセター会議の資料，Table 2a, Impacts on human systems due to temperature rise, precipitation 
change and increases in extreme events and sea level riseより，摂氏２.５℃上昇までの被害予測のうち，主な内
容を抜粋。原資料には，気温３℃以上に上昇した場合の影響予測も記載されているが，ここでは省略した。
（　）内は，予測を発表した研究者名と論文の発表年次。予測モデルの違いにより，予測年および被害者数に違
いがある。（www.stabilisation2005.com/outcomes.htmlからダウンロード可能，２００５年２月３日，閲覧）。
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図１　日中最高気温が３０℃を超える日数の予測
（ヒートアイランド効果による影響を除外）
出所：Harasawa, H., 2005, ‘Key Vulnerabilities and Critical Levels of Impacts in East & South East Asia,’
presentation PDF file, Change in higher temperature days 1900-2100, Daily maximum temperature 
30℃ without heat island effects. 
available at http://www.stabilisation2005.com/day2/harasawa.pdf
図２　日本における集中豪雨の頻度予測
出所：Emori, S., Kimoto, M., Hasegawa, A., Nozawa, T., Sumi, A., Oki, T., Takahashi, K., Harasawa, H., 2005, 
Japan as a possible hot spot of flood damage in future climate illustrated by high-resolution climate 
modelling using the Earth Simulator, figure 2より。
see http://www.stabilisation2005.com/posters/Emori_Seita.pdf 
の安定化が考察されてきた。EUは，大気中の
温室効果ガス濃度を５５０ppmまでに安定化させ
ることを目標にしてきた。
　しかし最新の研究は，温室効果ガスは，二酸
化炭素換算濃度で４００ppm以下でなければ，温
度上昇２℃を突破する危険性が高いと指摘す
る。これについて，要点を整理する（以下，温
室効果ガス濃度については，二酸化炭素換算濃
度で表し，CO2eqと略記する）。
　Meinshausen, M.（２００５）は，主要な気候モデ
ル８本の climate sensitivityのprobability density 
functionから，一定の温室効果ガス濃度に対し
て，温度２℃以上に上昇する確率を計算してい
る。これによれば，温室効果ガス濃度を４５０ppm
（CO2eq）に安定化させる場合，２℃を突破す
る確率は，２６-７８％（中央値４７％）。つまり，
４５０ppm（CO2eq）でさえ２℃を突破する確率は
有意である。濃度５５０ppm（CO2eq）では，２℃
を超える確率は６８％から９９％，つまり５５０ppm
（CO2eq）では，２℃以下に抑えることは，不可
能である（図３）。それどころか，５５０ppm
（CO2eq）では，気温上昇が４℃を突破する危険
さえ，３３％もある。これに対して，４００ppm
（CO2eq）以下に安定化させる場合には，２℃
を突破する危険性は，２％から５７％（中央値
２７％）と低くなる。つまり，温室効果ガスを
４００ppm（CO2eq）以下に安定化させることで，
ようやく２℃以下に抑える見込みが残る
気候変動をめぐる消費者向け環境情報（竹濱朝美） 21
図３　温室効果ガス濃度の安定化レベルと２℃を突破する確率
出所：Meinshausen, M.,2005, ‘On the risk of overshooting 2℃’ conference presentation PDF file, figure ‘Risk 
of overshooting 2℃ (stabilisation),’
http://www.stabilisation2005.com/day2/Meinshausen.pdf
（Meinshausen, M., 2005, conference abstract，
および conference presentation），（図３）。
　ただし注意すべきは，図４にあるように，温
室効果ガスを４００ppm（CO2eq）で安定化させる
削減策をとった場合１１）でも，温室効果ガス濃
度が安定化した後もしばらく気温上昇が続き，
気温は，２０５０年ごろには，１.５℃から１.８℃近く
にまで上昇する可能性が高いという点である１２）
（温度上昇予測，中央値）。前項の表１で示した
とおり，気温上昇１.５℃あたりから，洪水被害，
沿岸部洪水，マラリヤ，水不足などの被害が大
きくなることが予想されていた。このことは，
４００ppm（CO2eq）での濃度安定化策をとったと
しても，多くの地域で，深刻な影響が発生する
ことを意味する。
●濃度安定化後も気温は上昇
　別のシナリオ（den Elzen, M. and Meinshausen, 
M., 2005）によれば，５０％以上の確率で，気温
上昇を２℃までに安定させるには，温室効果ガ
ス濃度は４００ppm（CO2eq）以下，あるいは，少
なくとも４５０ppm（CO2eq）以下に安定させるこ
とが不可欠であるとする１３）。
　温室効果ガスを４００pmm（CO2eq）で安定さ
せる場合（二酸化炭素単独３５０ppm-３７５ppm 相
当），２℃を突破するリスクは，２０％-２５％であ
り，リスクは小さい。４５０ppmm（CO2eq）で安
定化させる場合（二酸化炭素単独４００ppmに相
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図４　気温上昇２℃を突破するリスク
（温室効果ガス安定化濃度に対する気温上昇の予測，２℃突破の確率）
出所：Meinshausen, M., 2005, ‘On the risk of overshooting 2℃ ,’ conference presentation PDF file, p.14, 
figure, ‘risk decrease for lower peaking / stabilisation levels,’
http://www.stabilisation2005.com/day2/Meinshausen.pdf よりダウンロード可能。
温室効果ガス濃度は，全て，二酸化炭素換算。温室効果ガスを次の三つの濃度で安定化させた場合に，
産業化以前の水準からの気温上昇を予測したもの。S５５０は，温室効果ガス濃度を５５０ppm（CO2eq）で安
定化させた場合，S４７５は濃度４７５ppm（CO2eq）で安定化させた場合の気温上昇の予測。P４７５-S４００は，
濃度４７５ppm（CO2eq）で排出ピークを迎え，その後，濃度４００ppm（CO2eq）で安定化させるとした場合
の気温上昇の予測。
当）には，２℃突破のリスクは，３０％-４０％と
大きくなる。５００ppm（CO2eq）で安定化させる
場合（二酸化炭素単独４５０ppm相当）は，２℃
突破のリスクが５０％以上になるため，２℃以下
に抑えられる「見込みは無い」と判断される。
５５０ppm（CO2eq）で安定化させる場合（二酸化
炭素単独４７５ppmに相当）は，２℃を突破する
リスクは８０％以上，３℃を突破するリスクが
３３％もある（den Elzen, M. and Meinshausen, 
M., 2005）（図５参照）。
　図５によれば，このシナリオにおいて，温室
効果ガスを４００ppm（CO2eq），または，４５０ppm
（CO2eq）に安定化させる削減策をとった場
合１４）でも，２０５０年ごろには，気温（予測，中央
値）は，１.７℃から２℃付近まで上昇すると予測
されている。このことは，影響を受けやすい地
域では，４００ppmまたは４５０ppmでの安定化策を
とったとしても，すでに安全とはいえないこと
を意味する。
削減開始が遅れた場合のリスク
●温室効果ガス安定化
　温室効果ガスを二酸化炭素換算濃度で
４００ppm（CO2eq）に安定化することは，二酸化
炭素単独では，濃度を３５０ppmから３７５ppmに安
定化させることに相当する（den Elzen, M., 
and Meinshausen, M., 2005, p.6）。２００３年の時
点で，大気中の二酸化炭素濃度は，すでに約
３７６ppm（ハワイ，マウナロアでの観測数値）に
達しており，近年は，年２ ppmv前後で増加し
ている（Cox, et al, 2005）。
　温室効果ガス削減には，発電施設などのエネ
ルギー施設の大規模な転換が必要であるが，大
規模なエネルギー施設の建造には，計画から建
造までに十年以上の年月がかかる。つまり，今
直ちに削減対策に着手したとしても，実際に世
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図５　温室効果ガス濃度に対する気温上昇予測，２℃突破するリスク予測
出所：den Elzen, M., and Meinshausen, M., 2005, ‘Emission implications of long-term climate targets,’ 
conference abstract, figure 4, p.6より訳出。
see http://www.stabilisation2005.com/52_Michel_den_Elzen.pdfよりダウンロード可能（２００５年２月８
日閲覧）．
温室効果ガス濃度（二酸化炭素換算），中央の実線は中央値，破線は，信頼度９０％の範囲を示す。２００１年
までは記録値，２００２年以降は予測値を示す．温室効果ガス濃度は，全て二酸化炭素換算濃度である。
５００ppm安定化シナリオは５２５ppm（CO2eq）で排出ピーク，４５０ppm安定化シナリオは５００ppm（CO2eq）
で排出ピーク，４００ppm安定化シナリオは４８０ppm（CO2eq）で排出ピークを迎えると仮定している。い
ずれのシナリオも，世界全体の排出量は２０１５年ごろにピークを迎え，減少に転じると仮定している。
界の総排出量が減少に転じるには，十年を要す
ると考えられ，かつ，その間も温室効果ガスの
排出が続く。この点を考慮するなら，現在の地
球の二酸化炭素濃度は，すでに危険な水準に達
しており，温室効果ガス４００ppm（CO2eq）で安
定化させうる限界に来ているといってよい。直
ちに，温室効果ガスの大幅な削減に着手しなけ
れば，温度２℃上昇を回避するチャンスは失わ
れてしまう。
●２０５０年までに５０％削減
　Meinshausen. M.（２００５）によれば，温室効
果ガスの地球全体の総排出量が，２０１０年から
２０１３年までの間にピークをとり，削減に向かう
と仮定すると，４００ppm CO2eqで安定化させる
には，２０５０年までに，１９９０年水準から４０％また
は５０％削減される必要がある（図６）。削減率
は２０２５年時点で，５年間あたり１４％の削減が必
要である１５）。
　この削減開始は，わずか５年遅れただけで
も，その後の削減コストを深刻なものにする。
５年遅れただけでも，削減率は，２０％に増大す
る。削減開始が１０年遅れれば，５年間あたりの
削減率は当初の二倍（３１％）になる（図６）
（Meinshausen, M., 2005）。したがって，今後
５年から８年以内に，世界全体の排出量を減少
に転じさせなければ，温度２℃上昇を回避する
ことは，非常に困難になる。
　一般的に，化石燃料に頼らないエネルギー構
造を転換するには，発電施設の建設および関連
する社会インフラ施設の整備が必要であり，数
年から１０年以上の年月がかかる。この点を考慮
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図６　温室効果ガスの削減開始が遅れる場合のシナリオ，削減率の変化
（２０１０年開始の場合，５年遅れた場合，１０年遅れた場合）
出所：Meinshausen, M., 2005, ‘On the risk of overshooting 2℃ ,’ conference abstract, p.4, figure 6.
see http://www.stabilisation2005.com/14_Malte_Meinshausen.pdfよりダウンロード可能。
温室効果ガスの削減開始の時期に関して，初期開始，５年後開始，１０年後開始の三つのシナリオについ
て，２０２５年時点で，５年間あたりの削減率を比較したもの。
初期開始のシナリオ（default）：　温室効果ガスの排出は２０１０-２０１３年ごろにピークを迎え，その後，削
減に向かうとするシナリオ。
開始遅れ５年（5yrs delay）：排出は２０１５年ごろピークを迎え，その後，削減に向かうシナリオ。
開始遅れ１０年（10yrs delay）：排出は２０２０年ごろピークを迎え，その後，削減に向かうシナリオ。
すると，今後５年から８年以内に，世界全体の
排出量がピークをとる必要があるということ
は，きわめて緊急の事態といえる。
●今後２０年以内に総排出量がピークとなる必要
　別のシナリオ（den Elzen, M. and Meinshausen, 
M., 2005）によれば，２０年間は年率２.５％で，そ
れ以後は，年率２％で削減すると仮定すると，
温室効果ガスを４００ppmm（CO2eq）で安定化さ
せるためには，２０１５年ごろまでに，世界全体の
排出量がピークを迎え，減少に転じることが必
要であり，２０５０年までに，１９９０年水準から
５０％，または６０％削減することが必要であ
る１６）。４５０ppm（CO2eq）で安定化させる場合
は，年率２％で削減すると仮定すると，２０１５年
ごろまでにピークを迎え，２０５０年までに，１９９０
年水準から３０％または４０％削減される必要があ
る（図７）。
　削減開始がわずか５年遅れても，その影響は
深刻である。世界全体の排出量のピークが５年
遅れる場合（２０２０年にピーク），４００ppm（CO2eq）
で安定化させるには，少なくとも２０年は年率
３.５％で削減を続ける必要がある。４５０ppm
（CO2eq）で安定化させる場合では，２０年間は年
率２.５％で削減を続けることが必要となる。排
出開始を遅らせる場合でも，排出量のピークを
５年から１０年遅らせるのが限界である。いずれ
の場合も，温室効果ガスは，排出総量は今後１５
年から２０年以内にピークを過ぎ，減少に転じな
ければ，温度２℃上昇を回避することは困難と
なる。（den Elzen, M. and Meinshausen, M., 
2005）。
　温室効果ガス４００ppm（CO2eq）に安定化させ
るには，京都議定書の付属書 I 国は，２０２０年
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図７　温室効果ガスの削減シナリオ，安定化濃度別
（京都議定書規制の温室効果ガス。濃度４００ppm，４５０ppm，５００ppm，５５０ppm）
出所：den Elzen, M., and Meinshausen, M., 2005, ‘Emission implications of long-term climate targets,’ 
conference abstract, figure 5, p.7.より抜粋。
see http://www.stabilisation2005.com/52_Michel_den_Elzen.pdfよりダウンロード可能。２００５年２月８
日閲覧）
までに，温室効果ガスの排出量を１９９０年水準よ
り３０％削減する必要がある。４５０ppm（CO2eq）
に安定化させる場合は，１９９０年水準より２０％
削減する必要がある（den Elzen, M. and 
Meinshausen, M., 2005）。
削減開始の遅れによるコスト
　Kallbekken, S., and Rive, N.（２００５）は，削減
開始を２０年遅らせることは，ギャンブルに等し
いと指摘する。年率０.３％で，温室効果ガスの
排出総量が２０１２年から減少する場合（早期開
始）と，２０年遅れて，２０３３年から削減が始まる
場合（遅れて開始）を比較すると，削減開始が
２０年遅れた場合，気温は０.５℃高くなる。気温
上昇を早期開始と同じ温度に抑えるには，削減
率は３倍から７倍になる。削減開始が２０年遅れ
れば，削減量は，２５％増大する（Kallbekken, S., 
and Rive, N., 2005）。
　２００５年２月に発効した京都議定書は，先進国
の温室効果ガスの排出を，２０１２年までに１９９０年
水準よりも約５％削減することを求めている。
京都議定書の削減率は，年率に直すと，０.３％の
削減に相当する。現在，イタリア，オランダ，
ノルウエー，日本，アメリカ合衆国，カナダ，
オーストラリアは，議定書が要求する目標を達
成できておらず，EU合計で見ても目標に届い
ていない。しかも，アメリカは，議定書の批准
を拒否している。日本は，京都議定書におい
て，温室効果ガスを１９９０年水準より６％削減す
ることを約束しているが，２０００年時点ですで
に，１９９０年水準から７.９％も排出量が増大して
いる（経済産業省技術環境局環境政策課編，
２００３，p.１２４）。京都議定書に相当する０.３％の削
減ですら，実現できない現状を考慮すると，削
減開始が２０年遅れた場合に，３倍から７倍もの
削減率を実行することは，極めて可能性が低
い。
排出削減シナリオと先進国の削減率
●排出パスの要約
　エクセター会議における emission pathsのシ
ナリオを要約する。
・気温上昇を２℃までに制限するには，温室効
果ガス濃度を４００ppm（CO2eq）以下に安定化
することが必要である。４５０ppmでの安定化
では，２℃以下に抑えられる確実性は低くな
る。５０％以上の確率で気温上昇を２℃までに
とどめるには，二酸化炭素単独の濃度は，
３５０ppm から４００ppm に安定化させる必要が
ある（den Elzen, M. and Meinshausen, M., 
2005）。
・温室効果ガスを４００ppmm（CO2eq）で安定化
させるためには，世界全体で，２０５０年まで
に，１９９０年水準から５０％または６０％削減する
必要がある。４５０ppm（CO2eq）で安定化させ
る場合は，１９９０年水準から３０％または４０％の
削減が必要である（den Elzen, M. and 
Meinshausen, M., 2005）。
・温室効果ガス排出量は，世界全体で，遅くと
も２０２０年までにピークととる必要があり，
２０９５年までに年あたり３.１GtC/yearにまで減
少しなければならない（the International 
Scientific Steering Committee, 2005, p.5）。
２００２年時点の二酸化炭素排出量は，世界全体
で８.０５GtCである（GtCは炭素換算で１０億ト
ン）である１７）。温室効果ガスは，今後，約１００
年以上の長期にわたり削減が必要であり（国
立環境研究所，２００５），今世紀末までに，現在
の半分以下に削減する必要がある。
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表２　地球システムにおける時間スケール
２-４年温室効果ガスの全球大気中での混合
５０-２００年CO２（二酸化炭素）の寿命半減期
８-１２年CH４（メタン）の 寿命半減期
１２０-１５０年二酸化炭素増加に対する気温の反応
１００-２００年海洋深層への熱・二酸化炭素の輸送
～１００００年気温変化に対する海面水位の反応
～１００００年気温変化に対するアイスキャップ（氷帽）の応答
資料出所：IPCC, 2001, J. T. Houghton, Y. Ding, D. J. Griggs, M. Noguer, P. J. van der Linden, X. Dai, K. 
Maskell, and C. A. Johnson, eds., Climate Change 2001, The Scientific Basis, Contribution to the 
Third Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change, Cambridge: Cambridge 
University Press.)
図８　二酸化炭素濃度，気温，海面上昇の予測
資料出所：IPCC, Watson, R.T. and the Core Writing Team (Eds.), IPCC Third Assessment Report: Climate 
Change 2001, Synthesis Report, Summary for Policymakers, p.17. figure SPM-5. http://www.ipcc.ch/
 pub/un/syreng/spm.pdf.
二酸化炭素濃度，気温，海面ともに，二酸化炭素の排出が削減された後も，長期間にわたって上昇
を続ける。均衡に達するまでに要する時間は，以下のとおり。
氷の融解による海面上昇：数千年
熱膨張による海面上昇　：数百年から数千年
気温の安定化　　　　　：２００-３００年
二酸化炭素濃度の安定化：１００-３００年
●日本は２０５０年までに８０％削減が必要
　前項の要約は，世界全体での温室効果ガスの
排出削減シナリオであった。先進国と途上国で
の負担割合を考慮すると，日本および先進国の
排出削減量は，さらに厳しい内容となる。先進
国の削減量について，「２０５０年低炭素社会シナ
リオに関する国際シンポジウム」（東京）にお
けるドイツの政策担当者の報告を要約しよう
（Weib, M., 2005）。
・気温上昇を２℃以下にするには，温室効果ガ
スを４００ppm 二酸化炭素換算（CO2eq）で安
定化させることが必要である。そのために
は，京都議定書 Annex Ⅰ国は，２０２０年まで
に，１９９０年水準から２０％または５０％削減する
ことが必要であり，２０５０年までに８０％から
９０％削減する必要がある。
・日本は，２０２０年までに３０％から３５％削減，
２０５０年までに８０％削減することが必要であ
る。ドイツは，２０２０年までに１９９０年水準から
４０％削減することが必要であり，２０５０年まで
に８０％削減が必要である。
・温度２℃上昇は，決して安全な水準とは言え
ない。多くの地域にとって，気候変動による
「危険な影響」は，１℃上昇を突破した段階
から現れる。そして，１℃から２℃上昇の間
で，早くも，多くの深刻な影響が発生する。
大規模かつ回復不可能な（irreversible）環境
変化は，温度上昇２℃あたりから始まると予
測される。
温室効果ガスの長期寿命と気候システムの慣性
　温室効果ガスに関して，消費者がもっとも理
解すべき点は，その長期寿命である。温室効果
ガスのうち，二酸化炭素，一酸化二窒素（N2O），
パーフルオロカーボン類（PFCs），６フッ化硫
黄（SF６）は，大気中での寿命（滞留期間）が長
く，極めて長期に温室効果を発揮し続ける。二
酸化炭素の大気中寿命は５年-２００年である。二
酸化炭素は，排出による濃度の増加分の４分の
１が，排出後，約２００年にわたって大気中に残
留する。大気中でのメタンの寿命は１２年，一酸
化二窒素は１１４年とされる１８）。
　しかも，二酸化炭素等の温室効果ガスの濃度
上昇に対して，気候システムの反応は，すぐに
は結果が出ず，濃度上昇の結果は，その後，何
百年，何千年にもわたって，遅れて現れるとい
う慣性（inertia）をもっている。気候システム
の慣性により，放出された二酸化炭素によっ
て，その後，気温は１２０-１５０年も上昇し続ける。
さらに，海洋深層部にまで熱と二酸化炭素が輸
送されるには，１００-２００年かかる。熱膨張によ
る海面水位の上昇は，数百年から数千年かか
る。氷の融解による海面水位の上昇は数千年，
持続する。（表２）（図８）
　温室効果ガスの寿命の長期性および気候シス
テムの慣性により，二酸化炭素の排出削減が今
世紀中に行われたとしても，二酸化炭素の大気
中濃度が安定するには，１００年から３００年かか
る。気温が安定するのは，２００年-３００年かかる。
しかも，海面上昇は数千年も続く（図８）。気
候システムのこうした長期的な時間スケール１９）
を正確に理解すること無しには，二酸化炭素の
排出削減が，なぜ今，緊急に必要なのか，消費
者には理解できないであろう。
４．家庭部門における二酸化炭素の削減策
「地球温暖化対策推進大綱」の家庭部門対策
　家庭部門に求められる温室効果ガス削減対策
を検討しよう。政府は，温室効果ガス削減策に
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ついて，「地球温暖化対策推進大綱」（地球温暖
化対策推進本部，２００２年）を発表しており，家
庭部門について，次の対策が示されている。
①家電，OA機器のエネルギー消費効率改善
の強化。②高効率給湯器の普及促進。CO2冷
媒ヒートポンプおよび潜熱回収型給湯器に対
する補助。③家電製品の待機時消費電力の削
減。待機時消費電力の少ない製品のためのラ
ベル制度。④住宅の省エネ性能の改善。住宅
金融公庫融資における省エネルギー性能基準
の強化および公庫融資による誘導措置。省エ
ネルギー性能にかかる住宅性能表示制度の普
及。⑤家庭用ホームエネルギーマネジメント
システムの開発２０）。⑥家電，給湯器，OA機
器における省エネ表示ラベルの整備。⑦住宅
用太陽光発電，住宅用太陽熱利用の導入。太
陽光発電および太陽熱利用に対する補助。⑧
ハイブリッド自動車，天然ガス車の普及。自
動車燃費改善の強化。自動車税のグリーン
化。低公害車に対する補助制度。
　この削減策には，次の問題点を指摘できる。
この政策は，温室効果ガス削減をもっぱら，省
エネ製品の導入により対応しようとしている
が，省エネ製品への切り替えに対して，公的財
源からの補助や税の引き下げなど，インセンテ
ィブが少ない。上記の大綱では，CO2冷媒ヒー
トポンプ，潜熱回収型給湯器，太陽光発電，太
陽熱利用，低公害車に対する補助，省エネルギ
ー住宅に対する金融公庫融資，グリーン車に対
する減税がある。しかし，住宅の断熱性能の改
善，屋上緑化など，住宅関連の省エネ設備の導
入は，家計にとって大きな支出を要するもので
あり，補助や税の割引などを積極的に導入する
必要がある。
　たとえば生活必需品である冷蔵庫は，省エネ
型機器に変更することにより，大幅に二酸化炭
素削減が可能であるが，これら家電分野，OA
機器分野での省エネ機器への切り替えは，主
に，家庭の自主努力に任されている。
排出削減のインセンティブと資金補助
●イギリスにおける家庭部門対策
　家庭部門からの温室効果ガス排出削減を効果
的に進めるには，家電製品や住宅機器のエネル
ギー性能改善を促進するインセンティブが重要
である。ここでは，家庭部門の削減対策で効果
を上げているイギリスの取り組みを参考にし
て，家庭部門における排出削減の条件を検討す
る。
　イギリスは，「気候変動プログラム」（２０００
年）および「エネルギー効率化政府行動計画」
（２００４年）に基づき，温室効果ガス削減を進め
ている。「イギリス気候変動プログラム」は，
既に２０００年時点で，家庭部門の温室効果ガスを
１９９０年水準から８.４％削減しており，さらに，
２０１０年までに１０.９％削減（炭素換算０.４MtC）が
可能であると予測している（Defra, 2001, 
p.102）２１）。２００５年からスタートするエネルギー
効率化・政府行動計画は，２０１０年までにイギリ
スの家庭部門の温室効果ガス排出量を，
４.２MtC 削減すると試算する（Defra, 2004, 
p.11）。
　これら家庭部門対策は，住宅設備および家庭
機器におけるエネルギー性能の向上を目的とす
るもので，主に次の内容から構成される。①
「エネルギー効率化義務」（Energy Efficiency 
Commitment）による住宅，家庭機器のエネル
ギー効率の改善。②コミュニティ暖房システム
（Community heating system）の導入と補助。
③住宅エネルギー効率化計画（New Home 
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Energy Efficiency Scheme），ウォーム・フロン
ト（Warm Front）計画による暖房機器のエネ
ルギー性能改善に対する補助。④省エネ改善の
ための情報提供とアドバイス。⑤ EUエネルギ
ー・ラベルの整備。⑥建築基準におけるボイラ
ー（給湯・暖房）のエネルギー性能基準の引き
上げ。（表３）
●多様なインセンティブと低所得層への補助
　第一に，イギリスの家庭部門対策では，住宅
暖房・家電機器のエネルギー性能を改善するた
め，多様なプログラムによって，積極的に公的
財源から補助がおこなわれる。その第一の特徴
は，低所得世帯を最優先に資金補助が与えられ
る点である。
①「新住宅エネルギー効率化計画」および
「ウォーム・フロント計画」では，低所得
による燃料欠乏世帯の解消と，家庭部門か
らの二酸化炭素削減を目指す。高齢，身障
者，失業者，年金受給者などの低所得世帯
が住宅用断熱材，暖房，給湯器，照明具，
冷蔵庫などを省エネ機器を導入または変更
する場合，補助金が与えられる２２）。これら
は，地方自治体の地域再開発プログラムの
一環としても実施され，低所得世帯の住宅
の省エネ改善が進められる（Defra, 2004, 
p.27）２３）。
②良質住宅プログラム（Decent Home 
Programme）では，個人所有の賃貸住宅に
壁・屋根裏断熱材を導入する場合，家主に
対し，手当と融資が認められる（Defra, 
2004, p.25）２４）。
③コミュニティ暖房に対し，補助が与えられ
る。学校，大学，病院，ビジネス施設，コ
ミュニティ施設の周辺で，地区暖房を導入
するよう，地方自治体等に財政補助がおこ
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表３　イギリス家庭部門の削減対策と削減量予測
家庭部門の炭素削減量予測（MtC）
１.５イギリス気候変動プログラムに含まれる手法
①エネルギー効率化義務による家庭機器のエネルギー性能能向上
②地域暖房システムにおける省エネ機器への交換
③新住宅エネルギー効率化計画
④家庭用品のエネルギー性能基準の整備，比較可能な情報の提供
⑤住宅建築基準の変更による省エネ機器への転換
１.４
０.２
０.１
０.８
０.２
エネルギー効率化・政府行動計画による手法
⑥２００５年以降のエネルギー効率化義務による
　家庭機器のエネルギー性能向上
⑦ウォーム・フロント計画
⑧コミュニティ・エネルギー
⑨建築規制２００５年
⑩その他
４.２家庭部門削減量　合計
（数値は，二酸化炭素の排出削減量の予測。単位MtC（百万トン）。
出所：Defra, 2001, Climate Change UK Programme, p.104, および，Defra, 2004, ‘Energy Efficiency: The 
Government’s Plan for Action,’ p.11より筆者作成。
http://www.defra.go.uk/environment/climatechange/cm4913/index.htm，および
http://www.official-documents.co.uk/document/cm61/6168/6168htmよりダウンロード可能）。
なわれる。
④太陽熱温水器，太陽光発電，再生可能エネ
ルギー発電に対して，補助が与えられる
（個人に７９万ポンド，団体に９７万ポンド）
（Defra, 2004, p.30）。
　第二に，家庭用省エネ機器に対する付加価値
税の引き下げが，行われている。給湯器，セン
トラルヒーティング，太陽光発電パネルの付加
価値税が１７.５％から５％に削減され，年金受給
者世帯における防犯設備やセントラルヒーティ
ング，地熱源ヒートポンプにも，付加価値税の
引き下げが行われている（Defra, 2001, p.105. 
Defra, 2004. p. 28）。
　第三に，消費者に対し，積極的な情報提供と
アドバイスが行われる。「エネルギー効率化」
義務により，電気・ガスなどのエネルギー供給
業者は，消費者に対し，住宅の断熱材やボイラ
ー，暖房器具の省エネ改善を図るよう奨励する
責任がある。エネルギー性能改善の少なくとも
半分は，顧客の料金割引に結びつくことが必要
であり，特に，低所得世帯を焦点にすることが
要求される（Defra, 2004）。「エネルギー削減ト
ラスト」（Energy Saving Trust），および「エネ
ルギー効率化アドバイス・センター」（Energy 
Efficiency Advice Centres）を通じて，住宅や
家庭機器の条件に応じた省エネプログラムが消
費者にアドバイスされる（Defra, 2004. p.32）。
●日本が参考にすべき点
　イギリスの家庭部門対策から日本が参考にで
きることは，省エネ製品への切り替えを効率的
に進めるには，多様なインセンティブを用意す
る必要があるということである。住宅の断熱性
能改善では，低所得世帯対策と連結させた対策
が参考になる。日本でも，「地球温暖化対策推
進大綱」において，補助対象となっているもの
に加えて，住宅の断熱性能の改善，屋上緑化に
対する補助，省エネ性能に優れた家電製品に対
する消費税の引き下げなど，多様なインセンテ
ィブを用意する必要があろう。さらに，住宅内
における省エネ改善について，住宅や機器の条
件に応じたエネルギー効率改善のアドバイスが
積極的に提供されている点も，参考にすべきで
ある。
結　　び
　本稿では，気候変動が消費生活に及ぼす影
響，温室効果ガス削減シナリオ，家庭部門にお
ける温室効果ガス削減対策について，できる限
り最新の情報に基づき，検討してきた。
　気温上昇１℃の段階から，気候変動の影響は
深刻なものとなる。温度２℃上昇までの段階
で，すでに，多くの地域にとって危険な影響が
生じると予測されている。削減シナリオによれ
ば，温度２℃上昇を回避するには，日本を含む
先進国は，温室効果ガスを２０５０年までに，１９９０
年水準から８０％も削減することが必要であると
される。この削減量は，小さなエネルギー節約
では，到底対応できない膨大なものである。温
度上昇予測が示す深刻さを，消費者が正確に理
解しない限り，二酸化炭素の排出削減に真剣に
取り組むことはできないであろう。そして，現
在の大量消費生活スタイルを転換しない限り，
削減シナリオが要求するような膨大な二酸化炭
素削減はできない。消費者は，家庭部門のエネ
ルギー節約の必要性を，自らの問題として受け
止める必要がある。
　本稿で述べたとおり，気候システムには慣性
があるため，今後も今世紀を通じて，気温は上
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昇を続ける２５）。たとえ，今後一切の温室効果ガ
スの排出を停止するとしても，気候システムの
慣性により，気温は今世紀中，上昇する。この
温度上昇を止めることはできない。氷床コアの
融解による海面上昇についても，これを止める
ことはできない。今や，異常高温や台風に伴う
豪雨，洪水などの影響予測に基づいて，自治体
当局は，被害を最小化するための適応プログラ
ムを作ることが急務となっている。
注
１）　気候変動専門家会議「Avoiding Dangerous 
Climate Change」は，２００５年２月１日-３日，
Exeterにあるイギリス気象局（Met Office）の本
部 Hadley Centre で，環 境・食 品・農 務 省
（Defra: Department for Environment, Food and 
Rural Affairs）が公式スポンサーとなって開かれ
た。IPCCの R. Pachauri議長，G8各国，中国，
インドなど世界３０カ国から，先端的な気候変動
の研究者２００人が集まった。会議において，環境
大臣 Margaret Beckett は，公式発言として，今
後２０年から３０年に渡って温度は上昇すること，
これを回避できないこと，その結果，深刻な影
響が発生することを認めた。政治家である環境
大臣自らが，こうした発言をすること自体，い
かに事態が深刻であるかを示している（環境大
臣のスピーチは，‘Secretary of State，Margaret 
Beckett’s Global Call to Tackle Climate Change,’ 
(dated 1 Feb. 2005), http:www.defra.gov.uk/news/
 2005/050201a.htm により閲覧可能。
　　see http://www.stabilisation2005.com）。
２）　本稿では，温暖化ではなく，気候変動（climate 
change）の用語を使用する。人為的な温室効果
ガスの排出による気候変動は，単に気温上昇を
もたらすだけでなく，海水温の上昇による海水
膨張・海面上昇，氷河の融解がもたらす海面上
昇，海洋の酸性化，海洋潮流大循環（熱塩循環，
thermohaline circulation）の停止などをもたら
し，これら全てが，降雨量，植生・生態系，水資
源，食糧生産，感染症蔓延の被害をもたらすた
めである。
３）　エクセター会議の内容を正確に要約するには，
私は力不足である。それにも関わらず，会議の
内容を消費者問題として取り上げる理由は，第
一に，気候変動の影響及びリスクは，第三次報
告書が予測したよりも，はるかに深刻であり，
２℃の気温上昇でさえ危険であること，第二に，
日本においても，深刻な被害を避けられないこ
と，第三に，会議の全ての研究発表は，イギリス
気象局のサイトで公開され，日本の国立環境研
究所の研究者も発表しているにもかかわらず，
日本の環境省および国立環境研究所のサイトに
は，ごく簡単な概略が紹介されたのみで，核心
部分は，日本語では殆ど消費者に発表されてい
ないという事情による。
４）　気候感度（climate sensitivity ）とは，二酸化
炭素濃度を二倍にして，平衡状態をつくる実験
（倍増実験）で生じる全球平均地上気温（global 
mean surface temperature）の上昇量のこと。こ
の数値が高いと，より急速に温暖化する（近藤
洋輝，２００４）。
　　　IPCC第三次レポートは，気候感度を１.５℃から
４.５℃の範囲と予測していた。しかし，近年の研
究は，気候感度は４.５℃よりも高い可能性もあり，
気候感度が４.５℃以上の高い値をとる可能性につ
いても，統計的に有意な確率が認められると指摘
する（Andronova, N. G., Schlesinger, M. E., 2001，
および Forest, C.E., Stone, P. H., Sokolov, A., 
Allen, M. R., Webster, M. D., 2002,）。Meinshausen
（2005）は，温室効果ガスを５５０ppm（CO2eq）な
どの高い濃度で安定化させる場合，気候感度は，
４.５℃以上の極めて高い値になる可能性を排除
できないと指摘している（Meinshausen, 2005, 
conference presentation PDF file）。
５）　表１では，日本やアジア諸国における被害予
測が少ないが，これは，英語圏の研究者の関心
が主に，ヨーロッパ，北米，アフリカに向けられ
ているという研究事情によるもので，日本やア
ジア地域における被害が少ないことを意味しな
い。
　　　エクセター会議の資料には，気温３℃以上に
上昇した場合の影響も示されている。例えば，
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３℃上昇すると６５の国で GDP が１６％減少，小
麦，芋収穫量の急落。気温３.２℃上昇で６億人に
飢餓が発生，３.３℃上昇で３億人にマラリアのリ
スクが予測される。３℃以上になると，被害は，
人類社会にとって危機的なもの（critiral）にな
る。本稿では，気候変動の危険な影響を回避す
るためには，最悪でも，気温上昇は２℃以下に
抑えねばならないとの前提で消費者政策を議論
しているため，気温３℃以上の被害予測につい
ては，訳出を省略した。３℃以上の影響予測に
ついては，原資料を参照されたい（Table 2a, 
Impacts on human system due to temperature 
rise, precipitation change, increases in extreme 
events and sea level rise. www. stabilisation2005. 
com からダウンロード可能）
６）　イギリス気象局（Met Office）の２００４年報告書
は，昨年２００４年に，東京で３９.５℃を記録したこと
を驚きをもって報じている。また，２００３年のヨ
ーロッパの熱波は，１８６０年に世界的な気象記録
をとり始めて以来，最も暑い夏であり，数値記
録でも西暦１５００年以来，最も暑い夏であった。
ヨーロッパで１万５０００人の死者と山林火災，農
産物被害を生じた。２００３年の熱波は，その半分
以上が人間による温室効果ガスの放出による人
為的原因であると分析されている。今後は，
２００３年のような熱波がより頻繁に訪れること，
今後，ヨーロッパの夏は，２００３年の夏よりも暑
くなること，２０６０年ごろには，「２００３年の夏は，
なんて涼しい夏だったのだろう」と言われるよ
うになる，と予測している（Met Office, 2004, 
pp.9-10）。
７）　Council of the European Union, 2004, 2632nd 
Council Meeting Environment, Luxembourg, 
see http://ue.eu.int/ueDocs/cms_Data/docs/ 
pressData/en/envir/83237.pdf.
８）　Oppenheimer, M. and Alley, R.B., 2004, The 
West Antarctic Ice Sheet and Long Term 
Climate Policy, Climatic Change 64, 1-10.
９）　Hare, W., 2003, ‘Assessment of Knowledge on 
Impacts of Climate Change: Contribution to the 
Specification of Art.2 of the UNFCCC,’ Potsdam, 
Berlin, WBGU, German Advisory Council on 
Global Change, http://www.wbgu. de/wbgu-
sn2003-ex01.pdf.
　　　Smith, J.B., ‘Vulnerability to Climate Change 
and Reasons for Concern: A Synthesis’ in 
McCarthy, J.J., Canziani, O.F., Leary, N.A., 
Dokken, D.J., and White, K.S. (eds), 2001, 
Climate Change 2001: Impacts, Adaptation, and 
Vulnerability, Cambridge University Press, 
Cambridge, UK, p. 1042.
　　　ACIA, 2004, Impacts of a Warming Arctic: 
Arctic Climate Impact assessment, Cambridge 
University Press, Cambridge, UK.
１０）　主な温室効果ガスは，CO２（二酸化炭素） CH４
（メタン），N２O（一酸化二窒素），HFCs（ハイド
ロフルオロカーボン類，代替フロンの一種），
PFCs（パーフルオロカーボン類），SF６（六フッ
化硫黄），VOC，CO，NOx，SO２がある。大気中
濃度が高い二酸化炭素は，温暖化に影響が大き
いため，第一に削減が必要である。温室効果ガ
スのうち，京都議定書では，CO２，メタン，一酸
化二窒素，HFCs，PFCs，SF６を排出削減対象と
している。
　　　京都議定書は，１９９７年に，気候変動に関する
国際連合枠組み条約（UNFCCC）の第三回締約
国会議において採択され，１９９０年水準に比べて，
温室効果ガスを主要先進国全体で約５.２％削減す
ることが決められた。国別の削減率は，１９９０年
水準に比べて，日本は６％削減，アメリカ７％
削減，EU８％削減，カナダ６％削減，オースト
ラリア８％削減などである。ただし，アメリカ，
オーストラリアは，京都議定書を批准しておら
ず，アメリカは，その後，京都議定書から離脱し
ている。
１１）　このシナリオは，濃度安定化の前に，排出量
がピークを迎えることを前提にしている。温室
効果ガス４００ppm（CO2eq）で安定化の場合は
４７５ppmでピークを，４５０ppm（CO2eq）で安定化
の場合は５００ppmでピークを迎えると仮定してい
る。シナリオが使用している予測モデルは，５４ 
IPCC SERS，および Post- SRES シナリオ，
Equal Quantile Walk法による主要温室効果ガス
の安定化予測である（Meinshausen, M., 2005）。
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１２）　この温度予測には，温室効果ガス４７５ppm
（CO2eq）でピークになると仮定していることも
影響している。
１３）　このシナリオでは，温室効果ガスは安定化す
る前にピークを迎えると仮定する。濃度４００ppm
安定化の場合には，４８０ppmでピークを迎える。
濃度４５０ppm安定化の場合には，５００ppmでピー
クを迎える。濃度５００ppm 安定化の場合には，
５２５ppmでピークを迎える。シナリオは，主要温
室効果ガス抑制モデル FAIR-SiMCap, Simple 
Climate Model MAGICC４.１を使用（den Elzen, 
M. and Meinshausen, M., 2005）。
１４）　このシナリオでは，削減率は，最大で年率
２％の削減，二酸化炭素換算４００ppmで安定化の
場合のみ，削減率は，最大で年率２.５％から３％
で２０年以上削減すると仮定する（den Elzen, M., 
and Meinshausen, M., 2005）。
１５）　温室効果ガスを４５０ppmで安定化させる場合に
は，２０５０年までに，１９９０年水準から２０％削減す
ることが必要である。しかし，２℃を突破する
危険が大きくなる（Meinshausen, M., 2005）。
１６）　削減率は，最大で，年率２％，二酸化炭素換算
４００ppmでの安定化の場合のみ，削減率は，最大
で，年率２.５％から３％で２０年以上削減すると仮
定している（den Elzen, M. and Meinshausen, 
M., 2005）。このシナリオが削減率を小さく見積
もる理由は，気候システム自体に慣性があり，
二酸化炭素の削減に対して，気候システムはす
ぐには反応せず，数十年以上遅れて気温上昇が
安定すること，また，発電施設などの社会基盤
の変更には数年を要するため，急激な削減は，
実行困難であるためである。
　　　今年２００５年２月に発効した京都議定書は，二
酸化炭素換算で，先進国の温室効果ガスの排出
を，２０１２年までに１９９０年水準よりも，平均で約
５％削減することを求めている。この削減率は，
年率に直すと０.３％の削減に相当する。現在，温
室効果ガスの削減に関して，法的効力をもつ国
際的合意は，この京都議定書のみであり，京都
議定書の年率０.３％が，現在のところ，実際の政
策において，政治的経済的に実行可能な削減率
の最大値と考えられる。この点を考慮するなら，
年率２％の削減，あるいは，４００ppm安定化の場
合は年率３％で２０年間の削減を続けることが，
現実の経済にとって，いかに大きな負担である
か理解できよう。
１７）　Höhne, N., 2005, p. ２.
１８）　近藤洋輝，２００４，p.９４.
１９）　時間スケールとは，二酸化炭素排出量の増大
などについて，その最終的な影響の，少なくと
も半分が現れるのにかかる時間をさす（IPCC, 
２００１，および近藤洋輝，２００４）。
２０）　これは，家庭におけるエネルギー消費の状況
をリアルタイムで表示し，家庭内の主要機器を
最適制御するシステムである。
２１）　イギリス環境食品農務省（Defra）によれば，
家庭部門における温室効果ガスの削減量は，純
粋に，家庭機器および住宅設備の省エネ改善の
みによるのではなく，温暖化に伴って暖房需要
が減少していることも，排出量を減少させてい
ると指摘している（Defra, 2001, p.103）。
２２）　イギリスでは，家庭部門のエネルギー消費の
約８割が室内暖房と給湯に使用されており，非
効率的な暖房・断熱性能の住宅では，暖房費用
が高所得家庭の２倍から３倍にものぼる。
２３）　新住宅エネルギー効率化計画では，１９９９年-
２０００年に年間７,５００万ポンド，２０００年から２００４年
に６億１,３００万ポンドの補助が低所得世帯の住宅
暖房・断熱性能の改善に投入され，今後も６０歳
以上の低所得世帯４８万世帯を含む８０万世帯に対
して，新 HEES の補助が投入される（Defra, 
2001, p.105）。ウォーム・フロントおよび類似プ
ログラムを含めると，これらの対策は，２０１０年
までに年当たり温室効果ガスを０.２から０.３MtC削
減すると予測される（Defra, ２００４, p.２７）。
２４）　良質住宅プログラムでは，２００２年-２００５年で
５,０００万ポンドの補助が行われると推計している
（Defra, 2004, p.2004）。
２５）　Hansen によれば，人間活動が過去に放出した
温室効果ガスにより，地球が太陽からの放射を
宇宙へ反射する量よりも，太陽からの放射によ
る熱エネルギーを吸収する量の方が，多くなっ
ている。このエネルギーの吸収と放射の不均衡
分は，主に，海洋に熱として溜め込まれる。海
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洋は，すでに膨大な熱エネルギーを溜め込んで
おり，過去５０年間に地球が吸収した熱エネルギ
ーは，今後，人類社会が新たに温室効果ガスの
排出量を追加するか否かに関わりなく，地球の
大気を現在の水準から０.６℃上昇させるのに相当
すると計算される。過去の温暖化エネルギーの
半分は，今後３０年―４０年以内に，気温上昇とし
て現れると計算されている（Hansen, J., 2005, 
Hansen, J., 2004）。
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Abstract: This paper aims to provide consumer information regarding the risk of overshooting a 
global mean temperature increase of 2℃ above pre-industrial levels and climate change impacts. 
Without comprehending the long-term inertia of climate systems and the magnitude of impacts 
caused by a temperature increase of 2℃ , consumers cannot understand why such a huge amount 
of reductions is urgently required. This paper provides an overview of how much reduction in 
emissions is required in order to avoid a 2℃ temperature increase. The paper also reviews 
discussions on emission pathways required to stabilise concentrations of greenhouse gases. In 
addition, the research gives consideration to the policies for reductions that the household sector 
is required to make.
　First, concerning the risk of overshooting a 2℃ equilibrium warming, this paper examines how 
much warming is unavoidable and how much is avoidable. The consideration is based on 
discussions held at the ‘Avoiding Dangerous Climate Change’ conference in Exeter 2005. In order 
to avoid exceeding the temperature increase of 2℃ with more than 50% confidence, concentrations 
of greenhouse gases should be stabilised at 450 ppm CO2eq or lower. However, the risk of 
overshooting 2℃ is still significant. For stabilisation at 400 ppm CO2eq, the chance to stay below 
the 2℃ warming would be classified as ‘likely.’ However, a temperature increase of 2℃ is 
considered dangerous for many people. Serious and irreversible impacts would emerge at much 
earlier stages. To stabilise concentrations of greenhouse gases at 400 ppm CO2eq, the net global 
emissions should peak in the next 10 or at least within 20 years, and should ultimately turn into 
a decline. The net global emissions of greenhouse gases should be reduced to 40% or 50% lower 
than the 1990 level by 2050.
　The emission pathway scenarios show that the current concentration of carbon dioxide is 
already critical, and it is approaching the limit at which human society can stabilise global mean 
temperature below the level of 2℃ warming. Urgent and large-scale reductions are required. 
Because greenhouse gases in the atmosphere have long-term effects on climate systems, even if 
feasible emission reductions are implemented now, the global mean temperature could possibly 
increase to about 1.5℃ or 1.8℃ by around 2050.
　Second, this paper examines which policies governing emission reductions are necessary and 
useful for the household sector. The research provides a comparative analysis of the Climate 
Change UK Programme and Japanese reduction policies. Japanese reduction policies are limited, 
and few sources of financial aid are available to improve energy efficiency in the household sector. 
In contrast, the UK programme has introduced a variety of incentives and financial aid to improve 
energy efficiency measures, such as heating systems, solar panels, and house insulation. 
Governmental financial help includes financial aid for low-income households, support for 
community heating, tax relief for landlords installing insulation, and a reduced rate of VAT. The 
comparison shows that the UK incentives make a significant contribution toward improvements in 
energy efficiency in the UK household sector.
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